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代表理事（岡山大学長）、副代表理事（鳥取大学長）

コンソーシアム連絡会議
（コンソーシアム会員、特別会員から推薦された者、等）

【人材育成事業部】

・責任者：産学官連携プロデューサー
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【産学官連携事業部】

・正副責任者：産学官連携プロデューサー

・コンソーシアムシステム運用管理者等

事業内容
1)ライフサイエンス系（鳥取大学）、物質材

料系・ものづくり系（岡山大学）のコー
事業内容
1)教育カリキュラム・コンテンツ作成
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コンソ シアムシステム運用管理者等

・国立大学法人が派遣する教職員

料系・ものづくり系（岡山大学）のコー
ディネート力等強化

2)共同事業の企画立案・実行
3)シーズ・ニーズＤＢ構築
4)情報提供事業（ＨＰ、メールマガジン）等
5)ＷＥＢテレビ会議システム ＷＥＢマッチ

1)教育カリキュラム・コンテンツ作成
2)目利き内部職員、産学官連携企画・立

案推進担当事務職員、経営指導も出来
る弁理士資格者 等の育成

3)OJT研修、研修事業の実施。
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中国地域産学官連携コンソーシアム事業の目標

【事業目標 その１】

中国地域の国公私立大学・高専の「連携」により優れた知的リソースを
広域的に集積し、地域企業と地域大学等の連携を進める一元的体制を広域的に集積し、地域企業と地域大学等の連携を進める 元的体制を
新たに構築し実行する。（大学等保有の知的財産・技術を域内企業へ
広域的かつ円滑に移転する）

【事業目標 その２】【事業目標 その２】
参加する国公私立大学・高専などに少なからず存在する （契約業務の
処理、特許関連などの事務手続き、必要書類などの）基礎的レベル差を
解消する解消する。

★中国地域は地政学的に産業ニーズが広域分散している特徴を補完する

大学シーズ・企業ニーズを登録し、企業、大学が情報を共有する
と共に プ デ サ 活動を支援するＷＥＢ チングシステム

①

ために２つのネットワークツールを活用する。

参加する大学等のプロデューサー、コーディネーターを繋ぎ
情報を共有するためのＷＥＢテレビ会議システム

と共に、プロデューサー活動を支援するＷＥＢマッチングシステム。

②
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情報を共有するためのＷＥＢテレビ会議システム。



中国地域産学官連携コンソーシアムの運用形態
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成果（技術移転による収入、件数など）の推移イメージ
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成果（大学等スキルのボトムアップ効果）の推移イメージ
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コンソーシアム事業へ参加する大学等は初期（H20）段階で必ずしも産学連携

業務に精通しているわけではない。

例えば、特許使用許諾、成果有体物提供、ノウハウ提供、技術指導など多面

的な技術移転の形態が発生し 各種の契約対応に迫られることが予想される的な技術移転の形態が発生し、各種の契約対応に迫られることが予想される。

これら基礎的な業務スキルに付いても、契約書雛形の準備や事例説明などを

実施し（WEB会議活用）、連携大学等のスキルを最終的にレベル5へ引き上げ

6

る。
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